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畑作地帯における外国人雇用の実態」『農業経営研究』第 42 巻第 1 号（日本農
業経営学会、2004 年）、安藤光義「外国人研修生・技能実習生導入農家の現状」













第 1 章 日本農業における雇用労働の増加とそれを支える技能実習生（堀口健治） 
 
 





























 来日後の 1 年間は研修期間（研修手当は最低賃金の半分強）だが、これに 1
年間の実習期間（日本の労働法に基づく雇用なので最賃以上）が加わっての 2
















農業の指定職種は 2000 年に施設園芸、養鶏、養豚が認められ、02 年に畑作・
野菜、酪農、15 年に果樹が加わった。 
 10 年には、それまで 3 年間の初年度は最賃の半分程度の研修手当のみであり
残業も禁じられていた状態を改め、初年度から、来日直後の座学の講習期間は
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省の「外国人雇用状況の届出状況」を使い全体を見てみよう。18 年 10 月末で
雇われて日本で働く外国人の総数は 146 万人（全産業計）で、届出が義務化さ
れた 07 年以来、過去最高と報道された。ながらく日本の労働者数の 1％台とい
われていた外国人がようやく 2％を超えるに至ったのである（総務省統計局労働
力調査 18 年 10 月末 6725 万人の 2.2％）。このうち農業は 31 千人で初めて 3 万
人を超えた。外国人を雇用する事業所別に見ると、全産業計では 22 万の事業所
なので 1 か所当り 6.8 人だが、農業は 9 千の事業所で 1 か所 3.4 人である。全
体として小企業に雇用されていることが推測されるが、産業内の規模別情報は
示されていない。 
上記の届出状況によると、農業で働く外国人は 11 年の 155 百人台から 14 年
の 175 百人台（14 年の農林業の事業体数は 6214 で 17,476 人、ただし林業はき
わめてわずかなので農業の 1 事業体当りは 2.8 人とみてよい）と少しずつの増
加であったが、それ以降は急ピッチの増加で 15 年 20 千人、16 年 24 千人、17
年 27 千人、18 年 31 千人と毎年 3～4 千人ずつ増えている。増加の主たるもの
は技能実習生であり、14 年では 175 百人のうち 150 百人、他に専門的・技術的
分野 5 百人、その他（身分に基づく等のビザ）21 百人となっているが、18 年は
311 百人のうち実習生 279 百人、専門的・技術的分野 9 百人、その他 23 百人、
となっていて、大半を占める技能実習生は増加率も 1.9 倍と高い。ただ後に見る
ように専門的・技術的分野の外国人は 14 年以降増えて来ており、その他が 11
労働力編成における外国人の役割と農業構造の変動Ⅰ 
 12 
年も 18 年も 23 百人台とほぼ 2 千数百人にとどまっているのとは異なる、新し
い動きである。 
上記の傾向を地域別にみるために表の左欄を用意した。まず農業センサスの


















定職種の比率を、技能実習 1 号から 2 号に切り替わるための受験申請等から見
ると、ほぼ 8 割が畑作・野菜、施設園芸であり、残りの 2 割が畜産になってい
る。 
だが表右欄で 14 年から 18 年の最近の変化をみると、いずれの道県も外国人
は増加している。数字は厚労省「外国人雇用状況の届出状況」によるものだが、
この間の増加率は高い。茨城県は 1.5 倍と低いものの、北海道は 2.2 倍、鹿児島
1.9 倍であり、今まで外国人比率の低いところで急速に雇用者を外国人で賄って
いる様子がうかがわれるのである。なお全国的に言えば、厚労省「職業安定業
務統計」の 17 年の有効求人倍率をみると、農耕作業員は 1.71、養畜作業員 2.8
と全作業平均 1.54 を上回っており、農業分野での日本人の雇用が難しい状況が
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示されていて、外国人の急増はこれへの対応でもあると見ることが出来よう5。 
なおこの表に載せていない熊本県は 14 年ですでに 1339 人もおり、18 年 2963
人と 2.2 倍に増加している。14 年は 470 の事業所だったものが 18 年は倍の 882
事業所になり、人数の増加は主として外国人を新規に受け入れ始めた農家の増
加によるものであることがわかる。なお 1 事業所当たりの人数も 2.9 人から 3.4
人に増えているので、既存の受け入れ農家もその規模を増やしていることも分
かるが、大きいのは受け入れ戸数の増加である。 


















おこう。メロン 4 ㏊、トマト 3 ㏊の経営規模を家族員 5 名、技能実習生 8 名で
 
5 表の 15 年と 14 年を比較すると、北海道 7 百人、長野 10 百人もの差がある。
これは、10 月末現在の外国人をおさえる「外国人雇用状況の届出状況」の 14
年の数字は期間限定で雇用されている技能実習生の多くがこの時点で帰国して
おり、15 年の数字の国勢調査の 9 月末の調査ではこれらの実習生はまだ働いて
いて統計に入っているためである。ということは、14 年の全国 18 千人と 15 年




































きく、野菜作農家は平均経営面積が 6.0 ㏊（普通作農家 13.1 ㏊、以下同じ）を、
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家族の農業従事 2.7 人（2.8 人）と常雇 2.7 人（0.9 人）―ただし 2.4 人が技能
実習生（0.5 人）―で担っている。熊本の施設園芸農家と同じ仕組みである。こ
れに対して普通作農家は規模の大きさを農業機械で対応し、家族員 3 人弱で野



















面積は 131.6 ㏊）であり、家族 5 人、日本人常雇 20 人、技能実習生 27 人の計
52 人の常勤労働力である。他に日本人臨時雇いが 12 人いるが、主たるものは
常雇であり、数の上では実習生が最大である。 
なおこれだけの数の実習生を雇用することは、1 つの経営では実習生を除く常
雇の規模からいうと不可能である。毎年 3 人、3 年目で最大 9 人の枠なので、























能実習生 15 人、日本人を配偶者とする外国人 4 人、永住者 4 人、これに技術ビ











保出来ている。19 年 6 月の時点では技術ビザ 6 人、技能実習生 26 名（うち 3
名が 3 号）の多さになっている。 
 最後に、畜産の事例として過疎地での酪農経営（飼育頭数 900 頭・うち搾乳
750 頭）を紹介しよう。北海道の過疎地で労働力を集めることに大変苦労して
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いる経営である。現在は、日本人は役員 3 名、常勤従業員 15 名（男性 11 名/女
性 4 名）そして外国人は技能実習生 8 名（男性 5 人、女性 3 名）である。 日本
人の新卒採用には 1 人当り 100 万円が採用に至るまでの費用という。新卒用ナ







 これに対して、不熟練労働力だが予定通り来日し 3 年間勤めてくれる技能実
習生は貴重で 2013 年から導入している。今は最大 9 名枠を使っており、現時点

















































北海道 17,793 23,296 1,479 1,950 8.3 8.4 1,213 2,634 2.2 2.7 
茨城 7,680 10,983 3,753 3,732 48.9 34.0 4,488 6,640 1.5 3.2 
愛知 7,296 10,755 954 935 13.1 8.7 1,098 1,853 1.7 3.2 
鹿児島 7,110 9,437 416 672 5.9 7.1 531 995 1.9 4.4 
宮崎 6,512 8,585 249 393 3.8 4.6 n/a 614 n/a 5.3 
千葉 6,447 8,586 1,150 1,155 17.8 13.5 1,080 1,865 1.7 3.2 
長野 5,530 10,836 2,055 2,032 37.2 18.8 1,015 1,741 1.7 2.6 
香川 1,593 2,285 286 407 18.0 17.8 431 709 1.6 4.4 
全国 153,579 220,152 17,645 20,950 11.5 9.5 17,541 31,072 1.8 3.4 
都道府県 135,786 196,856 16,166 19,000 11.9 9.7 16,328 28,438 1.7 3.5 
注：農業従事の常雇人数（a）は農業センサスの 2010 年 2 月 1 日調査時点の 1 年間のうち農業
経営のため常雇した数（あらかじめ 7 カ月以上の契約）。外国人(b)は国勢調査の 2010 年 9
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計 町内 町外 合計 町内 町外 合計
1 280 0 3,400 3,400 140 3,540 3,680 85 3,765
2 250 100 2,800 2,900 350 2,800 3,150 45 3,195
3 260 250 1,250 1,500 510 1,250 1,760 1,760
4 150 400 900 1,450 550 900 1,450 123 1,573
5 260 650 650 910 910 271 1,181
6 170 400 400 800 570 400 970 60 930






























3 7 5 0
常雇：日本人2人（44歳・29歳ともに男性）、インドネシア人実習生5人（1年目2人、2年
目1人、3年目2人）、現在は5人だが6人体制に戻したい
4 4 4 1
臨時雇：日本人1人（経営主の妻の姉・100日）、常雇：中国人実習生5人（1年目：湖北
省出身1人、2年目：四川省出身1人・湖北省出身1人、3年目：四川省出身1人）
5 6 6 0
常雇：中国人実習生6人（1年目：四川省出身2人）、2年目：四川省出身1人・湖北省出
身1人、3年目：湖北省出身2人）
6 6 6 0 常雇：ベトナム人実習生6人（1年目：20代・2人、2年目：20代・2人、3年目：20代・2人）
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→442,962 経営体（2010 年）→313,887（2015 年）と減少傾向にあるが，常雇
いの「雇い入れた経営体数」は，28,355 経営体（2005 年）→40,923（2010 年）
→54,252 経営体（2015 年）となり，増加傾向にある。雇用人数の動向を見る




2010 年は 2,176,349 人，2015 年は 1,456,454 人であり，2005 年から 2015 年
にかけて 824,749 人（-36.2%）減少した。それに対し，常雇い人数は 2005 年
は 129,086 人，2010 年は 153,579 人，2015 年は 220,152 人であり，91,066
人（70.5%）の増加とである。さらに農業経営体の雇用人日を見ると，2015 年




サスから比較していく。第 1 表によると，臨時雇用は 2010 年，2015 年ともに
500 万未満，5～1500 万，15～3000 万で多く，常雇いは，5 億円以上，1～3
億円，15～3000 万で多くなっている。 
また，2010 年から 2015 年の変化を見ると，臨時雇用は減少しており，5 億
円以上を除いて，全階層で減少している。それに対し，常雇いは全階層で増加
しており，特に，5 億円以上が最も多く増加しており，次いで 5～1 億円，1～
3 億円と続いている。さらに，雇用労働力に占める常雇いの延べ人日の割合い
を見ると，販売金額が大きくなるに従って高くなり，2010 年から 2015 年にか
けても同じ傾向にある。 
 第 1 図から販売金額別の 1 経営体当たりの常雇い人数を見ると，全国平均，
500 万未満～3 億未満まで増加しているが，3～5 億，5 億円以上では減少して
いる。 
また雇用労働力の導入率(雇用導入経営体/農業経営体)を見ると，臨時雇用と




第 2 図から 2 経営耕地面積規模別の動向を見ると，1 経営体当たりの雇いの
人日は，1ha 未満～5ha 未満，30～50ha の階層では 2010 年から 2015 年にか
けて減少しているが，10～30ha，50ha 以上では増加している。また，雇用労











2013 年度の申請者数は 51,747 人，59,027（2014 年度），73,760 人（2015 年
度），83,476 人（2016 年度），45,300 人（2017 年 4～10 月）となっている。2
号申請者は技能実習の 2 年目に当たり申請するものであり，2～3 年目に日本で
滞在して働くのに必要な申請である。この，2013 年度～2016 年度の 4 年間の
平均申請者数は約 67,003 人となる。 
この内，農業分野の技能実習生における 2 号への移行申請者の動向を見ると，
2014 年度は 7,799 人，2015 年度は 8,856 人，2016 年度は 9,979 人である。農
業分野は耕種農業（畑作・野菜・施設園芸），畜産農業（養豚・養鶏（採鶏卵）・
酪農）に分かれており，耕種農業は 6,331 人（2014 年度），7,250 人（2015 年
度），8,075 人（2016 年度），畜産農業は 1,468 人（2014 年度），1,606 人（2015
年度），1,904 人（2016 年度）であり，耕種・畜産ともに増加している。また，
農業分野の申請者は全申請者の 12.0%（2016 年度）を占めており，その内耕種
農業が 9.7%，畜産農業が 2.3%である。 
農業分野における申請者では耕種農業が殆どであり，2016 年度の職種別の申
請者数では，耕種農業が最多である。また，2014 年度～2016 年度の平均申請
者数は約 7,219 人であり，2 号申請者が 2 年間農業経営体に従事することを考
えると，約 14,400 人前後が耕種農業に従事していることになり，これは 2015
年農林業センサスの常雇い人数の約 6.5%に相当すると考えらえる。 
以上から，農業経営体における雇用労働力では，臨時雇用から常時雇用へシ


































 JAYS は，熊本県 Y 市に所在する JA であり，販売取扱実績を見ると，2017
年度は 253.9 億円であり，近年の販売取扱実績は増加傾向にある。また，販売
取扱実績を見ると，野菜類が多く，2017 年度は 206。4 億円に達し，イチゴや
トマトが主力となっている。正組合員数は 6782 人であり，准組合員数は 3555
人である。信用事業では貯金が 942.6 億円，預金が 608.6 億円，長期共済保有
高は 3983。8 億円である。 
 Y 市の農家動向を見ると農家戸数は減少傾向にあり，販売農家戸数は 3160
 
6 第 26 回 JA 熊本県大会議案(2018 年 12 月)「創造的自己改革の実践～環境変
化を乗り越え、農業・地域の未来を拓く」の 37 頁によると，県内では 6JA が
技能実習生の受入を行っており，最大は JA やつしろの 40 戸，127 人としてい
る。JA 全体では，145 戸，426 人としている(平成 30 年 3 月 31 日現在)。 
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戸であり，その内，専業農家は 1556 戸，第 1 種兼業は 637 戸，第 2 種兼業は
967 戸である。所得において農業の比率が高い農家の割合が高い傾向にある。 
農業就業人口は減少傾向にあり，2015 年度の基幹的農業従事者は 6829 人であ
り，基幹的農業従事者の 65 歳以上の割合は 41.8%である。農業雇用を雇い入
れた経営体は，1274 経営体であり，人数は 9096 人，延べ人日は 432346 人日
である。常雇いを雇い入れた経営体数は 428 経営体であり，常雇いの人数は
1631 人，人日は 309581 人日である。雇用者の人日において，常雇いの割合は
71.6%を占めている。雇用労働力において，常雇いの割合が高いことがわかる。
加えて，常雇いを雇い入れた経営体の 1 経営体当たりの常雇いの人数は 3.8 人
であり，人日は 731.9 人日である。 
JAYS は，外国人技能実習生を 2005 年 5 月に受け入れを開始し，2018 年 11
月時点で，採用している農家が 41 戸，137 名(1 号 57 人，2 号 80 人(2 年生 44









熊も県内の JA の取り組みを見た上での導入である。 
受入時期は年 3 回行っており，4・7・9 月に受け入れを行っている。4 月・9
月は遼寧省(瀋陽華日労務派遣有限公司：以前は実習施設あり)，7 月は湖北省(湖
北潤徳対外経済技術有限公司：1 人駐在員あり)で行っている。現在，20 名の募












 実習生の報酬は最低賃金を基本とし，2 年目は 2％の昇給，3 年目は 5%の昇
給としている。残業は基本給に 25%増しであり，休日出勤は 35%増しである。
受け入れ農家の送り出し機関管理費は 16000 円/実習生/月，監理団体管理費は
12000 円/実習生/月である。受け入れ農家の 1 年目の経費・人件費を見ていく
と，会費や各種申請手数料，出入国費用，労災保険等の保険費用等の経費は年




 受入農家の傾向を見ると，2-3ha のハウスを持つ農家が受入を行い(8-9 人必
要な規模)，1 戸当たり 3.3 人くらいではないかとしている。日本人の雇用が難
しい状況となっている。これらの農家は実習生を前提に規模拡大を行っており，
トマトで 10a 当たり 600 万円の売上高であり，イチゴは 500 万円/10a として
いる。相対的に，規模の大きい農家での導入が進展していることがわかる。 
  
2.1.2.1.A 法人(株)：JAYS の事例 
 A 法人はトマト 3ha，メロン 4ha を施設で栽培を行う農家であり，家族 5 人
と実習生 8 人(1 年目 2 人，2 年目 3 人，3 年目 3 人)で農業を行っている。年間
の売上高は 3 億円(推定)である。現在の農業経営となる前は園芸作+イ草であっ
たが，トマト+メロン栽培の経営で規模拡大を行ってきた。2006 年に技能実習
生を採用し，2~4 名であったが，2016 年に 8 名となった。 
 技能実習生は全員が中国人であり，独身者は少なく，既婚者が多いとしてい
る。3 年生はリーダーにもなってもらい，ボーナスを支給している(10-20 万円)。 
 技能実習生の導入の経緯として，JAYS の組合長でもあり，人手不足対策と
して導入したらよかったためとしている。 
 技能実習生の週休は 1 日であり，日曜日は休暇となっている。残業は月 40
時間程度としている。送り出し機関に対して特に不満はなく，講習は 3 か月と
している。長いとも短いとも思わないとしている。住居については寮を用意し
ており，個室ではない。冷蔵庫 3 台，炊飯器 3 台，電子レンジ 3 個を設置して
いる。 




















































支援センターを 2018 年 4 月 20 日に設置した。取り組み内容として，1 連絡会
議の設置(鹿児島県，JA 鹿児島県中央会，県農業法人協会，県農業会議，農村
振興協会等で構成)，2 求人・求職情報の一元化，マッチング，3 農業法人等で


















(株)B 法人(以下，B 法人)は，2005 年に I 市に就農した Y 氏が 2012 年に設
立した農業法人である。B 法人は子会社が 3 社あり，1 社が農作物の販売・集
荷を担当し，2 社が M 市と地元の I 氏で果樹・野菜を生産している。 
 B 法人が技能実習生を導入したのは 2012 年であり，農業法人化と同時であ
る。また，B 法人は 2010 年から県内の農業法人の下請けでキャベツ・レタス
の栽培を行った。この下請けでキャベツ・レタスの売り先を見つけることがで
き，2011 年から業務用野菜の契約栽培を開始した。この契約栽培による業務用
野菜生産を契機に規模拡大を行い，2010 年の経営耕地面積は 15ha,2011 年は
25ha，2012 年は 30ha に拡大した。 
2018 年度のグループ全体の売上高の見込みは 6.2 億円であり，その内 7000
万円が他の農業者からの仕入れであり，5.5 億円が B 法人のみの農業生産の売
上高である。 























なり（月 4 万円/1 人），2017 年からベトナム人の女性 8 人，2018 年にベトナ
ム人の男性 6 人を導入した。各年のベトナム人により監理団体が異なり，2017
年は月 3 万円/1 人，2018 年は月 2 万円/1 人である。フィリピン人が良いが，
管理費が高いため来年からやめる予定である。 
 技能実習生の 1 人当たりの費用は，17.5 万円/月（管理費・社会保障込み）
であり，フィリピン人はこれに 2 万円加算される（年間 210～234 万円）。また，












根を自社で 70ha，委託で 30ha の規模で生産・集荷して販売を行っている。キ
ャベツは 3ha が自社，3ha が委託である。小ネギは 64 棟の施設(7.1ha)となっ
ている。延べ作付面積は 115ha としている。 




 農業部門の投資では，2018 年 3 月時点に大型冷蔵庫等を含めた集出荷施設 7
億円の投資となっている。その内，補助事業で 3 億円の支援を受けている(産地
パワーアップ事業)。また，スーパーL 資金も利用している。 
 農地については全面積が借地であり，10a 当たりの地代は 1.5 万円である。 
収穫では，収穫機を導入することで 10a 当たり 18 時間となっている。ただ，1
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ユニットに 8 人が必要となっており，農作業に人員が必要な状況にある(収穫で
は収穫機 2 台が稼働する)。冬場に作業が集中しており，1 日当たり 4000 ケー





人であり，日本人の社員が 28 名となっている(内，20 代が 19 名(男 6 人・女
13 人)。加えて，人材派遣で 6 人を確保している。実習生はフィリピン人が 6
人，ベトナム人が 3 人である。2019 年 2 月に追加でベトナム人が 6 人増加す
る。特定技能は 3 名(フィリピン人)である。後，技能実習生が 7-8 人は欲しい
と考えている。 
給与は，平均で 370 万円としている(最低 300 万円－最高 470 万円)。実習生
は 205～208 万円/年であり，社会保険料も含めると 250 万円となる。監理費は
フィリピン人が 4 万円，ベトナム人が 2 万円となっている。 






















従事者として現地で 80 名を雇用している。 
 
2.4.大規模法人の状況－(株)D 法人における技能実習生の導入状況－ 





 経営耕地面積は，露地や 150ha であり，施設が 2.4ha の規模である。売上高
は 2019 年度の見込みが 6 億円である。作目では，ケールを 19ha 作付してい
るが，手間がかかる。しかし，8054 万円と売上高が高いため選択している。今
後，収益性で品目の選定を進めるとしている。キャベツは 22.9ha であり売上
高は 5100 万円であり，スーパーとの直接取引である。ジャガイモは 8.6ha で
あり，売上高は 1646.6 万円である。ピーマンは 2.0ha であり売上高は 1.5 億
円である。飼料作のデントコーンは 150ha で 5481.6 億円である。販売は契約
取引によるものであり，作付に対して 8-9 割を設定し，1-2 割の作付面積の余
裕を持たせている。そうすることで，欠品のリスクを避けている。 
従業員は 49 名(実習生込み)であり，これに派遣の労働者が 10 名加わってい
る。20-30 代の大卒の従業員が 20 名(1/3 女性，2/3 男性)となっている。指導で
きるスタッフが 15 人いるとしており，9 グループの農業生産体制としている。
農場に出ない従業員は 7 人であり，機械整備の担当が 2 人である。毎日 1-2 人
が休暇とれる体制としている。日本人社員には男子寮も設けている。 
技能実習生は 4 人であり，2018 年 10 月に採用した。決定したのは 2018 年
1 月である。技能実習生はベトナム人であり，24-34 歳の女性である。実習生
はハノイ出身者であり，既婚者を採用している。これは，既婚者は常識がある










 技能実習生の費用については，年間 200 万円としている。給与は 145 万円で






















 (株)E 法人(以下，E 法人)は，宮崎県 K 市に所在する農業法人である。資本
金は 9000 万円であり，法人の設立年は 2013 年である。主な作目は露地栽培の
サツマイモであり，サツマイモの生産・加工・販売を行っている。サツマイモ
の販路は，海外輸出も含まれており，日本国内から海外へのサツマイモ輸出数








 経営耕地面積は 30ha であり，契約取引も含めた栽培面積は 160ha としてい
る。圃場は 70 か所以上に分散しており，1 圃場当たりの面積は 30a 程度とし
ている。経営耕地の面積拡大を目指しており，100ha までの拡大を目標として
いる。 
















 従業員数は 76 人であり，2016 年 2 月に技能実習生としてベトナム人 3 人(女
性)を採用し，現在では技能実習生は 12 人(男性 3 人・女性 9 人)を雇用してい
る。実習生の年齢は 20 代である。2019 年 7 月からフィリピン人の実習生を 2
人追加する予定である。また，技術ビザで 3 人を採用している。技術ビザの 3
人はベトナム人であり，司法書士のアドバイスと手続きを依頼することで対応





















 全体のスタッフでは，14 名(役員 4 名含む)が農場に出ない。これは，営業・
経営・計画を担当するスタッフである。現場の管理者は地元出身の従業員が多
く，経営の幹部や管理・運営の分野では地元外からの人材が多い。U ターンよ
り I ターンの方が優秀な人材を確保できている実態がある。 






 実習生の監理費用は 1 人当たり 1 万円/月となっている。賃金は年間 200 万











が 400ha としており，地元 JA のサツマイモの販売金額が 18.2 億円，E 法人
が 11 億円であり，30 億円が地域内の限界と考えている。300ha の面積をこな









 F 法人は，愛知県 T 市に所在し，設立から 2009 年まで水田農業による農業
経営を行ってきたが，2010 年の組織形態の変更の際に，露地野菜部門の導入を
行い，それに併せてベトナム人の技能実習生を受け入れている。 






また，キャベツについては JA を通じた市場出荷が 6 割，加工用が 4 割となっ
ている。  
 農業従事者を見ると，役員 4 人，正社員 21 人，技能実習生 6 人，臨時雇用




技能実習生は 6 人（1 年半単位で 3 人ごと入れ替わる）であり，全員が露地野
菜に従事しており，露地野菜の手が空いている時に，水田畦畔の除草作業を行
っている。技能実習生は全員が男性であり，これはキャベツ等の重量野菜等の































 JAAM は，愛知県 T 市に所在する農業協同組合である。2018 年度の事業規
模を見ると，販売品販売取扱高では約 513.0 億円であり，その内，花卉販売取




では 97.1 億円となっている。T 市の農業産出額が 852.8 億円（2016 年）であ
り，地域農業における事業シェアは約 60％と推測できる。販売事業における品
目を見ていくと，花卉ではキク（131.4 億円），スプレーギク（26.2 億円），鉢
物（26.3 億円）が上位 3 品目であり，青果ではキャベツ（88.4 億円），ミニト
マト（32.1 億円），温室トマト（20.0 億円），畜産では肉牛（39.7 億円），肉豚
（30。5 億円），牛乳（17.3 億円）となっている。 
 また，組合員は 9088 人であり，正組合員は 5893 人，准組合員は 3195 人と
なっている。職員数は 471 人であり，預貯金は 1860.7 億円，長期共済保有高
は 6409.2 億円である。 
 JAAM が所在する T 市の特徴として，農業産出額が高く（2019 年時点で，
生産農業所得統計の市町村別推計において全国 1 位である），2015 年農林業セ
ンサスでも販売農家 3312 戸に対し，専業農家が 1858 戸，第 1 種兼業が 908
戸，第 2 種兼業が 546 戸となっており，専業農家や第 1 種兼業といった農業に
よる所得を主とする農業者の比率が高い。さらに，経営組織別では，露地野菜
（1266 経営体），花卉・花木（1233 経営体），施設野菜（439 経営体）7が上位
を占めている。 
加えて，基幹的農業従事者を年齢別に見ても，65 歳以上の比率は 41.3%に留
まり，農業従事者の平均年齢でも，経営者では 60.6 歳（愛知県平均：67.3 歳），




経営体であり，人数は 5046 人，延べ人日は 425821 人日である。常雇いを見
ると，経営体では 593 経営体，人数では 1683 人（うち，15 歳～34 歳が 741
人で 44.0%を占める），延べ人日では 354243 人日（雇用者の人日の 83.2%を占
める）である。雇用を導入した 1 経営体当たりの雇用状況を見ると，雇用者全
体では，1 経営体当たりの雇用人数 4.0 人，人日は 340.1 人日となり，常雇い










JAAM へのヒアリング調査によると，T 市における外国人共住者は約 1400

















している。1 戸当たり約 2 人となっている。施設園芸（花卉・トマト・大葉）
でのニーズが高いとしており 8 割弱を占め，露地野菜が 2 割弱，酪農・肉牛は
10 戸未満としている。 













ン人は 23640 円（1 万円：送り出し機関・8640 円：管理費・5000 円：コンサ
ル（通訳・ケアサポート））/人/月である。フィリピン人の実習生も保険がある，
3 年間で 2.3 万円である。 
家賃や光熱水費は，フィリピン人に対しては上限が定められており，1。5 万








ン人は 3 人（通訳+役員+コンサル）で巡回を行っている。 






の面接では 30 人前後を募集し，35 人程度の応募としている。一方，フィリピ
ンでは 10 人前後の募集に対して 20 人くらい集まるとしている。 
農家が渡航する場合は，直接会って実習生を選びたいのと，先に選ぶことが
できためとしている。 
中国の送り出し機関は江西省，江蘇省，遼寧省，陝西省であり，1 省で 1 送
り出し機関となっている。フィリピンは 1 社との関係である。 
中国人からフィリピン人への技能実習生の切り替えでは，中国人の方が仕事
に対して積極的であり，フィリピン人の方がのんびりしているとしている。 








JAYS，JA 鹿児島県中央会，鹿児島県農業会議，愛知県 T 市の JAAM から見








































































常雇：人日 割合：％ 常雇：人日 割合：％ 常雇：人日 割合：％
全国 65,747,962 31,388,325 47.7 68,035,544 43,215,042 63.5 2,287,582 11,826,717 15.8
販売なし 3,879,868 1,570,883 40.5 3,485,938 1,802,199 51.7 -393,930 231,316 11.2
500万未満 13,717,807 2,260,722 16.5 9,901,026 3,333,756 33.7 -3,816,781 1,073,034 17.2
5～1500万 12,883,148 4,304,049 33.4 11,880,538 5,136,958 43.2 -1,002,610 832,909 9.8
15～3000万 9,915,980 4,688,285 47.3 10,010,943 5,773,016 57.7 94,963 1,084,731 10.4
3～5000万 6,284,408 3,586,290 57.1 7,046,093 4,883,912 69.3 761,685 1,297,622 12.2
～1億 5,821,556 3,808,516 65.4 7,445,727 5,908,970 79.4 1,624,171 2,100,454 13.9
1～3億円 5,824,499 4,635,344 79.6 7,332,124 6,227,275 84.9 1,507,625 1,591,931 5.3
3～5億円 2,070,230 1,749,151 84.5 2,732,973 2,526,033 92.4 662,743 776,882 7.9














































































































































年 12 月 10 日参照)． 
(公財)国際研修協力機構(2018b)「職種別統計（2014～2016）」，
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表 1 では、北海道経済部の受入状況調査から、2017 年現在までの道内の業種
別にみた技能実習生の受入人数動向を示した。ここに示されるように、北海道








り、この 3 振興局管内で道内全体の 4 割を占めている。さらに食料品製造業で














 表 4 では、道庁調査における監理団体別の状況をまとめた。道内で監理団体













 先にみた表 2 で示されたとおり、2017 年現在で農業分野において受入人数の
多い地域は、順に上川 418 人(17.1％)、十勝 378 人(15.5％)、オホーツク 286 人
(11.7％)、根室 278 人(11.4％)、釧路 237 人(9.7％)であり、この上位 5 振興局で
農業の受入人数に占めるシェアは 65.4％となる。農業においても特定の地域・
部門への偏在傾向がみられる。 







技能実習 2 号への移行者の増加へと繋がっている。さらにいえば、技能実習 3
号導入による受入期間の延長を希望するのも酪農中心になるであろうし、新在























A 農協は根釧地域の酪農専業地域を管内としている。2018 年現在、85 戸の酪
農経営があるが、4 法人を除いて家族経営である。家族経営とはいえ、生産戸数
の減少の中で、組合員個々の経営規模拡大により生乳生産量の維持を図ってき
た結果、現状では 1 戸平均の経産牛頭数は約 87 頭、飼養頭数も 148 頭と、道内
の平均を超える大規模酪農地域となっている。 
























力不足を補完してきたのである。2018 年現在の技能実習生の受入農家は 20 戸

































あった。2009 年から 2016 年までは、増減あるものの 20 人台の受け入れが続い
てきたが、技能実習法が施行され現行制度へと移行した 2017 年からは受入農家

























習生 1 人当たり、1 号で 1.7 万円、2 号で 1.2 万円が支払われている。 
 通年雇用による長期間受入を基本にしてきた A 農協では、特定の時期に決め
ず、年 2 回受け入れたこともあった。しかし、業務が煩雑になるため、最近は
年 1 回、時期を決めて実習生を受け入れている。現状では 2 月に入国し、1 ヶ
月間の講習期間を経て、3 月から働き出すことになる。 
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送出し機関で 30〜40 人の候補者が集められ、1 次選考を経た者を面接で選ぶこ
とになる。フィリピンでの講習で、実習生は 2 ヶ月間日本語の勉強を行い、日































現在は 20 歳〜30 歳代前半までの実習生がおり、平均年齢は大体 25～26 歳で
ある。実習作業の内容は、搾乳作業を主要業務としており、農業機械を操作す
るような圃場での作業はさせていないこととしている。早朝と夕方の 4 時間ず















 ここで、具体的な受入事例として、2 農場の事例をみていく。 
1 つ目の N 農場は、A 農協管内で数少ない法人化した経営の１つである（2008
年法人化）が、1 戸法人であって、基本は家族経営の延長にある。1989 年にフ
リーストールを導入して以降、本格的に規模拡大を進め、現在の飼養頭数は約
300 頭（経産牛約 140 頭）、生乳出荷 1,250ｔ、育成牛 70 頭出荷と農協管内で
は大規模な経営である。経営耕地面積は 70ha でうち 10ha がデントコーン生産
に当てられている。 
 N 農場では、代表取締役社長をつとめる経営主（60 歳）とその妻（61 歳・役
員）のほか、同居家族・娘もいるが、娘は家事のみで農作業には従事していな
い。その他、地元酪農家出身の男性（36 歳男性）を 2017 年から従業員として
雇用している。以前は兄を従業員として雇用していたが、高齢になったために、
別の男性を雇用することとなったのである。受け入れている技能実習生は 3 人
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で、30 代 2 人・20 代 1 人となっている。まとめると、家族労働力 2 名＋日本人








 次に家族経営 K 農場である。先代が経営主の時代、1960 年代に地域の平均生
乳生産量が 100ｔだった時代に 400ｔを生産するなど、規模拡大を先進的に進め




 2018 年現在、K 農場は、総飼養頭数 210 頭（経産牛 150 頭）であり、生乳生
産量は年間 1,200ｔであり、経営耕地面積は 110ha（うち 80ha 自作地、デント
コーンなし）となっている。家族労働力は、経営主（60 歳）＋妻（55 歳）であ
ったが、2017 年から後継者（大卒・24 歳）とその妻も就農した。その他、日本
人男性常雇 1 人（58 歳・3 年目）＋技能実習生 2 人（20 代中頃の女性）という
労働力の保有状況である。技能実習生が受け入れられるようになってから、経












































 オホーツク沿岸部に所在する B 農場は、2009 年に法人化し、急速に経営規模
の拡大を進めてきた。2010 年には 250 頭規模であった飼養頭数は、2018 年現
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在で約 900 頭まで拡大した。うち搾乳牛は 750 頭ほどで、生乳生産量は約 7,600













 従来の家族経営から法人化し、大規模化した B 農場では、社長および親族で
構成される役員 3 名のほか、日本人従業員を男性 8 名、女性 7 名の計 15 名雇用
している。年齢構成としては、40 代 1 名、30 代 5 名、20 代 5 名、10 代 2 名と
なっており、3 年前から新卒採用を始めたこともあり、若手従業員が多い。2018






























 技能実習生の賃金は、時給制で 1 年目（1 号）は 810 円、2 年目・3 年目（2
号）はそれぞれ 820 円、830 円と上がっていく。1 ヶ月分の給与は手取りで 15
万円ほどになる。 
調査時点では技能実習 2 号までであるが、新設された技能実習 3 号の導入も開
始するということであった。2017 年から準備してきたが、技能実習生からの要
望もあり、モチベーションを高める目的で 3 号の導入を決めた。賃金水準とし



















 2018 年現在、C 農場では日本人従業員を 12 名（男 9、女 3）雇用しており、
















































































 表８に示したとおり、D 農協では、初年度（2017 年）には外国人技能実習生
4 名を含めて 8 名の農作業支援スタッフで開始されたが、契約農家の増加もあり、












25％（225 人分）を占め、次がてん菜補植で 14％となり、この２つの作業で 4
割を占める。その他、芋切り作業や、主要な野菜の収穫など請負作業は多岐に


































































3 号の導入も酪農部門では 2018 年より見られており、有能な人材を長期間確保







































その他 合  計
3,254 1,397 15 112 10 86 4 47 14 4,939
(65.9) (28.3) (0.3) (2.3) (0.2) (1.7) (0.1) (1.0) (0.3) (100.0)
3,261 1,410 49 160 13 8 6 49 32 4,988
(65.4) (28.3) (1.0) (3.2) (0.3) (0.2) (0.1) (1.0) (0.6) (100.0)
3,332 1,479 80 200 19 10 0 0 22 5,142
(64.8) (28.8) (1.6) (3.9) (0.4) (0.2) (0.0) (0.0) (0.4) (100.0)
3,245 1,654 176 231 31 0 0 42 34 5,413
(59.9) (30.6) (3.3) (4.3) (0.6) (0.0) (0.0) (0.8) (0.6) (100.0)
3,608 1,868 261 241 57 10 23 32 112 6,212
(58.1) (30.1) (4.2) (3.9) (0.9) (0.2) (0.4) (0.5) (1.8) (100.0)
3,865 2,155 375 218 111 28 7 2 156 6,917
(55.9) (31.2) (5.4) (3.2) (1.6) (0.4) (0.1) (0.0) (2.3) (100.0)
4,848 2,441 711 135 160 17 10 7 173 8,502










オホーツク 1,159 (18.7) 1,044 (15.1) 1,403 (16.5) 1,054 (21.7) 286 (11.7)
石　狩 524 (8.4) 690 (10.0) 1,168 (13.7) 639 (13.2) 149 (6.1)
渡　島 787 (12.7) 873 (12.6) 994 (11.7) 810 (16.7) 15 (0.6)
釧　路 410 (6.6) 583 (8.4) 680 (8.0) 394 (8.1) 237 (9.7)
根　室 537 (8.6) 563 (8.1) 669 (7.9) 367 (7.6) 278 (11.4)
宗　谷 656 (10.6) 628 (9.1) 649 (7.6) 600 (12.4) 45 (1.8)
上　川 435 (7.0) 505 (7.3) 641 (7.5) 64 (1.3) 418 (17.1)
後　志 398 (6.4) 526 (7.6) 588 (6.9) 402 (8.3) 151 (6.2)
胆　振 355 (5.7) 379 (5.5) 486 (5.7) 246 (5.1) 171 (7.0)
十　勝 293 (4.7) 471 (6.8) 482 (5.7) 18 (0.4) 378 (15.5)
空　知 247 (4.0) 245 (3.5) 253 (3.0) 49 (1.0) 141 (5.8)
留　萌 168 (2.7) 204 (2.9) 226 (2.7) 170 (3.5) 5 (0.2)
日　高 205 (3.3) 175 (2.5) 225 (2.6) 32 (0.7) 161 (6.6)
檜　山 38 (0.6) 31 (0.4) 38 (0.4) 3 (0.1) 6 (0.2)
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表 3 在留資格「技能実習 1号」の国籍別受入人数の推移 
 
 
表 4 道内の監理団体別の受入状況[2017 年現在] 
 
 









ベトナム 中　国 フィリピン ミャンマー タ　イ インドネシア モンゴル その他 合　計
－ 1,993 47 － 32 － － 0 2,072
－ (96.2) (2.3) － (1.5) － － (0.0) (100.0)
64 2,149 49 － 29 － － 2 2,293
(2.8) (93.7) (2.1) － (1.3) － － (0.1) (100.0)
93 2,172 92 － 32 － － 4 2,393
(3.9) (90.8) (3.8) － (1.3) － － (0.2) (100.0)
277 2,142 59 － 68 － － 6 2,552
(10.9) (83.9) (2.3) － (2.7) － － (0.2) (100.0)
963 1,857 112 － 67 － － 42 3,041
(31.7) (61.1) (3.7) － (2.2) － － (1.4) (100.0)
1,487 1,470 165 38 55 32 12 33 3,292
(45.2) (44.7) (5.0) (1.2) (1.7) (1.0) (0.4) (1.0) (100.0)
1,788 1,543 180 130 83 22 14 13 3,773
















事業協同組合 80 (70.2) 7,286 (85.7) 91.1 1,089 (71.9) 13.6 6.7
農　協 18 (15.8) 638 (7.5) 35.4 335 (22.1) 18.6 1.9
公益社団・財団法人等 10 (8.8) 367 (4.3) 36.7 63 (4.2) 6.3 5.8
商工会・会議所 3 (2.6) 192 (2.3) 64.0 27 (1.8) 9.0 7.1
企業（企業単独型） 3 (2.6) 19 (0.2) 6.3 - - - -










果樹 酪農 肉用牛 養豚 養鶏
実習生数
（人）
1,094 796 298 0 1,347 1,226 18 29 74 2,441
構成比
（％）




















特 定 活 動
（１年 目）











2006年 4 5 2 11
2007年 7 3 4 14
2008年 14 3 0 17
2009年 12 9 3 24
2010年 9 0 8 1 7 25
2011年 5 7 8 20
2012年 9 5 8 22
2013年 10 9 5 24
2014年 5 9 14 28 15
2015年 8 5 11 24 15
2016年 7 11 5 23 16
2017年 14 6 11 31 20






























































契約者数 実利用者 日本人 外国人 合 計
2017年度 57戸 約50戸 4人 4人 8人 男性3名、女性5名
2018年度 100戸 約80戸 6人 7人 13人 男性3名、女性10名
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ければならない。3 番目は、米国の労働者およびこのビザの労働者に AEWR 賃
金を払わなければならない。連邦政府が決める地域の最低賃金を超え、農務省
に農業者から報告された雇用労働者の平均時給を基礎にしたAEWR賃金である。




 このビザは急速に増加しており、この 10 年間で倍増していて、労働省による
と 2016 年（財政年度）は 165,700、2017 年は 20 万人がこの資格を持った労働
者数になるとみられる（図参照：なお表の 2017 年、2018 年は Martin 教授に
最近、補強してもらった）。ワシントン州とカリフォルニア州はこの 5 年間でこ
のビザの労働者数が 2 倍になる速さであり、今や新しく農場に加わる労働者は
基本的にメキシコから来た H-2A ビザを持つ労働者が基本である。 
H-2A ビザの利用が拡大するにつれ、政策形成の側からいくつかの改革が提示








































になる。例えば、最低賃金が時給 10 ドルとして、労働者が 1 日 8 時間労働であ
れば、最低 4 篭分を収穫しなければならない。もし労働者が 3 篭しか収穫でき





味する。フロリダでのジャマイカの H-2A のビザの労働者は、1980 年代後半は
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Figure  H-2A jobs certified and visas issued, 2005—2016 
Year Jobs Certified Visas Issued 
2005 48,336 31,892 
2006 59,110 37,149 
2007 76,814 50,791 
2008 82,099 64,404 
2009 86,014 60,112 
2010 79,011 55,921 
2011 77,246 55,384 
2012 85,248 65,345 
2013 98,821 74,192 
2014 116,689 89,274 
2015 139,832 108,144 
2016 165,741 134,368 
2017 200,049 161,583 
2018 242,762 196,409 
Notes: All references to a particular year should be understood to mean the U.S. 
government’s fiscal year (October 1–September 30). 
Source: U.S. Department of Labor, Office of Foreign Labor Certification, OFLC 
Performance Data, 
https://www.foreignlaborcert.doleta.gov/performancedata.cfm; U.S. Department 





 本稿は、Philip Martin and Daniel Costa, “The challenge of the expanding 




posted August 1, 2017.を堀口健治(研究代表者：早稲田大学)が訳したものであ
る。 
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2001 年の増加率は 0.58％へと低下し、2018 年には増加率は 0.1％を割った。台
湾の人口はまもなく減少局面に入ると推測される。 




を記録した。政府が 2020 年と予想していた 0.9 割れが 10 年早まった。11 年、
12 年と 1.1、1.27 と特殊出生率は上昇したが、2013 年には再び 1.065 へと低下
している。出生率の低下に歩調を合わせて、高齢化も急速に進んでいる。表 2-2
の老化指数とは、0～14歳の人口に対する65歳以上人口の対比指数である。2005
年には 52.05 と 0～14 歳の人口の半数程度であったが、2017 年には 105.70 と、





9 台湾では公式な統計として粗出生率（出生数／人口 1000 人当たり）を公表し
ている。 
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年に制度改正が行われ、3 年間を 1 つの期間として、契約が出来るようになり、
さらに、１期間の更新が行えるようになったため、最大６年の継続雇用が可能
となった13。 
2012 年には、労働者のビザの再更新が認められ、累計 12 年の労働が可能と
なっている。上記条件に加えて、社福外籍労工は、現在、さらに３年の滞在延







福利法」は 1980 年に制定されたが、1997 年に全面的に修正が行われた14。「修



























































































22 中華民国（2007）概要 p.１。 
23 中華民国（2007）概要 p.１。 





定する最低生活費用の 1.5～2.5 倍の家庭に対しては 90％補助、③一般家庭に対
しては 60％補助とする。また、政府の定めたサービス時間数を超えるサービス




























25 中華民国（2016）『長期照顧十年計画 2.0』、pp.17～26。 




































































30 「高齡輕失能開放外勞？上百照服員抗議」『自由時報』、2015 年 07 月 28、
https://news.ltn.com.tw/news/life/breakingnews/1393066/） 
31 「『就服法』修正案三讀 延長外籍看護工停留年限」、『自由時報』2015 年 09
月 18、https://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/1448757。「外籍家
庭看護工可留台 14 年」、『自由時報』2015 年 09 月 19 日
https://news.ltn.com.tw/news/life/paper/916611。 
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 表 4-1 によって、外国人介護労働者の動向を見ると、2008 年には看護工の総
数は、165,898 人、うち家庭看護工は 157,416 人、2018 年には 256,173 人のう



























32 陳、前掲書、pp.222～223。大野、前掲書、p.72 らを参照。 
33 「高齡輕失能開放外勞？上百照服員抗議」『自由時報』2015 年 07 月 28 日、
https://news.ltn.com.tw/news/life/breakingnews/1393066。 











1991年 20,605,831     
1992年 20,802,622     0.96%
1993年 20,995,416     0.93%
1994年 21,177,874     0.87%
1995年 21,357,431     0.85%
1996年 21,525,433     0.79%
1997年 21,742,815     1.01%
1998年 21,928,591     0.85%
1999年 22,092,387     0.75%
2000年 22,276,672     0.83%
2001年 22,405,568     0.58%
2002年 22,520,776     0.51%
2003年 22,604,550     0.37%
2004年 22,689,122     0.37%
2005年 22,770,383     0.36%
2006年 22,876,527     0.47%
2007年 22,958,360     0.36%
2008年 23,037,031     0.34%
2009年 23,119,772     0.36%
2010年 23,162,123     0.18%
2011年 23,224,912     0.27%
2012年 23,315,822     0.39%
2013年 23,373,517     0.25%
2014年 23,433,753     0.26%
2015年 23,492,074     0.25%
2016年 23,539,816     0.20%
2017年 23,571,227     0.13%
2018年 23,588,932     0.08%
註：人口は各年12月末日の数字
 資料：內政部戶政司統計處統計


































































08年 168,427  165,898  8,482    -   157,416  2,529  
09年 174,943  172,647  8,829    -   163,818  2,296  
10年 186,108  183,826  9,519    -   174,307  2,282  
11年 197,854  195,726  10,409  -   185,317  2,128  
12年 202,694  200,530  11,157  -   189,373  2,164  
13年 210,215  208,081  11,822  13     196,246  2,134  
14年 220,011  217,858  13,093  32     204,733  2,153  
15年 224,356  222,328  13,696  32     208,600  2,028  
16年 237,291  235,370  14,192  39     221,139  1,921  
17年 205,157  248,209  14,827  14     233,368  1,948  
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1 2018 年 12 月 8 日，第 197 回国会（臨時会）において「出入国管理及び難民
認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」（平成 30 年法律第 102 号）が










働省の「外国人雇用状況」に関する資料によると、2018 年 10 月時点で、日本
において就労している外国人労働者は、1,460,463 人で、前年同期比 181,793
人、14.2％の増加となり、2007 年に届出が義務化されて以降、過去最高を更新




















分に基づく在留資格」 495,668 人（全体の 33.9％）［前年同期比 8.0％増］、「技
能実習」308,489 人 （同 21.1％） ［前年同期比 19.7％増］、「資格外活動（留
学）」298,461 人 （同 20.4％）［前年同期比 15.0％増］、「専門的・技術的分野
の在留資格」の労働者数が 276,770 人で、前年同期比 38,358 人、16.1％の増加
となった。 




7 外国人労働者を雇用している事業所は、2008 年では 76,811 か所であったが、
2018 年では 216,348 か所で、前年同期比 21,753 か所、11.2％の増加（2007 年
に届出が義務化されて以降、過去最高を更新するなど、雇用先も急増している。
いずれも 10 月末時点。厚生労働省「外国人雇用状況」資料より。 







































































8 施（2007）2 頁より引用。 














討し、1991 年 12 月に「就業服務法」10が成立し、1992 年に施行した。さらに、







 外国人労働者の台湾での就労期間は、就業服務法により、最長 12 年（在宅介
護者は最長 14 年）まで認められており、近年、長期化傾向にある13。 
























国人単純労働者数は、受け入れ当初の 1992 年は 16,000 人あまりであったが、
その後、増減を繰り返し、2018 年 1 月時点では 677,698 人に達し、およそ 25
年の間に急速に増大していることがわかる（第１図参照）。外国人単純労働者の
就業者総数に占める割合は、1992年にはわずか 0.2％であったが、2017年では、
就業者総数 11,352,000 人の 6.0％に拡大している14。 
 前述のように、台湾の失業率は、1990 年代は１～２％とかなり低い水準にあ







家事労働分野に就業している。2018 年 1 月時点での外国人単純労働者総数
677,698 人（100.0％）のうち、「産業外籍労工」は 426,192 人（62.9％）、「社
福外籍労工」は 251,508 人（37.1％）となっている。1992 年時点では、「産業
外籍労工」が 96％を占めており、大部分が建設業及び製造業に従事する労働者
であった。他方、介護関連の労働者は、92 年当初はわずか 662 人であったが、
















女性 55.4％、「産業外籍労工」は男性が 70.5％、「社会福祉労工」は女性 99.3％
を占めている。近年の介護労働者の増加により、女性比率が高まっている。 










（258,084 人、全体の 38.2％）。次いで、ベトナム人が 208,095 人（30.8％）、
フィリピン人が 148,786 人（22.0％）、タイ人が 61,176 人（9.0％）となってい
る。 
 就業先と国籍別の特徴については、「産業外籍工」ではベトナム人がもっとも
多く、2018 年 1 月時点で 180,981 人（42.5％）と、全体の半数近くを占めてい
る。続いて、フィリピン人 118,070 人（27.7％）、インドネシア人 66,583 人
（15.6％）、タイ人 6,555 人（14.2％）となっている。「社福外籍労工」は、イン
ドネシア人が突出しており、192,120 人（76.4％）と全体の８割近くを占めてい
る。次いで、フィリピン人 31,363 人（12.5％）、ベトナム人 27,495 人（10.9％）、

































の受け入れ技能実習生数は 274,233 人で、内、失踪者は 7,089 人（失踪率 2.6％）
であるので、台湾の失踪率が比較的高いことがわかる。なお、日本の場合、国・
地域別には、ベトナム 3,751人（失踪者全体の 52.9％）、中国 1,594人（同 22.5％）、


































 外国人労働力受け入れ人数（千人） 本国労働力に占める比率（％） 
日本 1,084 1.6 
台湾 625 5.3 
韓国 539 2.0 
香港 352 9.0 
シンガポール 1,415 38.5 











































1995 年 241 151 0 67 0 180 12 46 3 
2000 年 224 100 0 36 2 85 21 39 0 
2005 年 244 139 0 26 71 127 13 31 0 
2010 年 297 133 0 12 140 77 42 37 1 
2011 年  326 121 0 16 114 143 42 27 0 
2012 年 663 236 0 26 284 224 93 59 3 
2013 年 1,016 329 132 25 483 239 205 83 6 
2014 年 940 287 165 30 417 216 180 126 1 
2015 年 1,023 247 228 22 420 315 176 315 0 


































1995 年 11,424 4.56 0 7,495（5.9） 232（4.3） 3,599（6.6） 
2000 年 4,268 1.37 35（0.7） 1,234（0.9） 1,680（2.9） 1,303（1.2） 
2005 年 12,938 4.16 7,363（8.2） 2,040（2.1） 1,973（6.7） 1,543（1.7） 
2010 年 14,147 3.85 6,590（8.4） 411（0.6） 6,484（4.3） 662（0.9） 
2011 年 16,320 4.02 6,985（7.8） 561（0.8） 7,984（4.8） 790（1.0） 
2012 年 17,579 4.01 8,467（8.7） 468（0.7） 7,969（4.8） 675（0.8） 
2013 年 19,471 4.19 8,738（7.8） 289（0.5） 9,759（4.8） 685（0.8） 
2014 年 17,311 3.34 7,868（5.8） 286（0.5） 8,594（3.9） 562（0.6） 
2015 年 23,149 4.02 12,618（7.8） 277（0.5） 9,569（4.1） 685（0.6） 
注：失踪率は総外国人労働者に占める失踪者の比率。 
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は 13 年を境にマイナス(労働力不足)に転じた．19 年 6 月時点では都市部に多
い大企業(全産業)もマイナス 21 ポイントと低水準だが，地域経済を担う中小企





技能実習の在留資格が創設された 2010 年の翌 11 年に在留資格「技能実習１号
ロ」を取得して日本に新規入国した外国人1は 60,847 人だったが，16 年には













3/4 強の 46,560 人を中国人が占めていた．しかし 16 年には 31,049 人と，11
年当初の 2/3 ほどとなっている．これに代わって給源国としてにわかに注目を



















本研究のヒアリング調査は，2017 年５・６月と 11 月の２回のほか，メール
による追加調査が行われた．本研究のヒアリング対象は，次の通りである． 
(1)元国営 A 社：副社長・日本担当部長・人材派遣副部長・日本担当者 
(2)民営 B 社：代表取締役会長・日本担当部部長２名・研修所日本語教員 
(3)民営 C 社：日本担当部長・日本担当者 



































る．うち，韓国の現滞在者数は 1,950 人程度である．なお，A 社の現実習生滞
在者数約 2,500 人のうち，最多は建設業の約 1,000 人であり，工場系約 700 人，
農業約 500 人，縫製業約 300 人と続く． 
4 元国営 A 社によれば，元国営の送出機関はハノイ市に 15 社，ホーチミンに 5
社程度ある．調査時点でベトナム全土に送出機関は元国営・民営合わせて 277
社(うちハノイ市約 130 社，ホーチミン市約 60 社)あるが，A 社の送出し規模は







査時点で年間約 400 人規模となっており，うち農業は年間 40-50 人規模である．
B 社の従業員は 120 人弱あり，うち日本事業部は 15 人である6． 
 
2.3.民営 C社概要 
民営 C 社は，2004 年に台湾・マレーシアへの労働力送出しを目的として設
立され，12 年に日本への実習生送出しに転換した送出機関である．C 社の 2016
年の年間送出し人数は約 500 人だが，これは 15 年の約 300 人から急増してお
り，日本滞在実習生数は，調査時点で約 1,200 人ある．16 年の送出しのうち，
最多は食品加工の約 150 人であり，農業は約 70 人であった．C 社の従業員総
数は約 110 人だが，C 社は部署毎に担当する地域(都道府県)を分ける組織形態
をとっており，日本担当者は全体で何人あるかは確認できなかった．ただし，

















































































































なお C 社の場合，調査時点までの実習応募者総数は 4,165 人あり，うち選考











A 社の場合，応募者は A 社運営の全寮制学校に入学して，１-1.5 ヶ月間，日
本語の学習と面接対策を行う．この講習費用は，以前は無料だったが，現在は




















































































にもよるものの，A 社は基本的に６ヶ月間，B 社・D 社はおおむね 3-6 ヶ月程

































































21 民営 D 社は，前述の通り実習生からの手数料徴収を 3,600 ドルに抑えてい
るほか，実習実施機関からの送出し管理費徴収を１人あたり１ヶ月 5,000 円に
抑えている． 








































 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
ベトナム 6,100 6,739 9,323 18,564 31,629 42,922 
中国 46,560 46,343 42,199 41,672 36,186 31,049 
フィリピン 3,184 3,638 4,081 6,130 8,875 9,498 
インドネシア 3,046 3,415 3,656 5,328 6,631 7,253 
タイ 1,104 1,049 1,544 2,031 2,441 2,734 































VIETJO（2018）「17 年の新規雇用 163 万人超，年間計画上回る」2018 年 2
月 7 日付記事，VIETJO ウェブサイト.
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